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研究成果の概要（和文）：　本研究においては、環境問題が顕在的な被害や自然破壊から、潜在的なリスクへと拡大す
る状況を背景として、それらが社会経済的格差等に基づいて不均等に分配される環境的公正の問題を含めた環境リスク
の社会的認知構造と、アジア諸国などにおいて異なった社会的背景において、それらがどのように社会問題として構築
され、環境運動のレトリックや環境政策の原則になるのか等について、質問紙による意識調査、各国の環境問題や運動
の定性的調査や年表作成によって問題社会学的な比較分析を行った。

研究成果の概要（英文）：　　As environmental problems not only occur as tangible health damage and 
environmental destruction but rather as potential environmental risks, this research attempted to analyze 
environmental risk perception focusing on its disproportionate distribution based on socio-economic 
inequality and the ways in which environmental risk issues are constructed as rhetoric of environmental 
movements or principles of environmental policies. Our researches have been conducted as a quantitative 
opinion survey, qualitative case studies on environmental movements and environmental policies in 
Asian-Pacific societies with different social background.

研究分野：社会学
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１． 研究開始当初の背景 
 

日本の環境社会学研究は、水俣病などの産

業公害被害を、家族や地域社会における生活

破壊、差別・偏見などの「被害(・加害)構造」

(飯島伸子)から分析する研究から始まった。

四大公害等に典型的な急性劇症型の被害の新

たな発生こそ少なくなったが、その慢性型被

害や後世代へのリスク、環境ホルモン(内分泌

撹乱化学物質)、温暖化、有害廃棄物、化学物

質過敏症などの、新たな、より潜在的、長期

継続的な環境リスク群はむしろ増大している。

汚染者や被害者が比較的限られた地域に限定

され、被害も可視的な場合が多い前者に比べ、

後者は、より大きな空間的、時間的、社会的

広がりを持つゆえに、以下のような新たな分

析視角が必要となりつつある。 

第1 に、今日の環境汚染は、直接の発生源

で生起するより、むしろ産業廃棄物や有害廃

棄物(廃電子機器等)として空間的に移動した

後、移動先で生起する場合が多い。またそれ

らの移動先は、往々にして社会的、経済的、

環境規制の点などで格差のある地域(過疎地、

途上国、少数者の居住地域等)であるので、「環

境正義」運動(米国の環境人種差別撤廃運動)

やバーゼル(途上国への有害廃棄物移動禁止)

条約にもとづく東南アジアの環境NPO の活動

など、「環境的公正」を掲げた国内外の環境

運動を惹起し、この問題フレームを用いたブ

ラードらの環境社会学研究等を促した。 

第2 に、環境ホルモン、遺伝子組換え作物

などの新たな環境生態系撹乱および人体被害

リスクは、いまだ科学的不確実性が大きく、

また被害の顕在化までに世代単位の長時間を

要する。そうした不確定性、潜在性、多元性、

長期性などの特質は、リスク評価、管理の点

で科学的専門的言説への依存度を高める一方、

科学的言説の社会的意味づけ、優先順位づけ

などにおいて、市民参画、熟議民主主義、情

報公開(透明性)、公共圏の再構築等の要請を

増大させる。いまだ最終解決を見ず、被害の

慢性化、長期化が続く水俣病、カネミ油症な

どの救済政策も、類似の課題を持つ。それゆ

え分析視角としての「社会構築主義」的分析

(ハニガン)が重要性を増す。 

第3 に、1990 年代の飯島伸子らとのアジア

社会の環境問題の共同研究、本研究に先立つ

舩橋晴俊らとのアジア社会の環境問題史(年

表作成)の共同研究などの蓄積の中で明らか

にされてきた、日本の環境問題とアジア・太

平洋諸国との環境問題の連関(「公害輸出」、

資源収奪、環境運動・環境政策の相互影響等)

に関する研究成果を受け、経済、環境問題等

のいっそうのボーダーレス化が進む中で、こ

の地域の環境問題の連関を明らかにすること

が重要になりつつある。 

本研究は、こうした既往の研究成果と現状

認識に立ち、産業公害、有害化学物質、廃棄

物、労災問題などを研究テーマとしてきた研

究者らが、環境リスクの社会問題化の機制に

関して、とりわけ環境的公正という問題フレ

ームを軸に、国内及び周辺諸国の比較環境社

会学的研究をめざした。 

 
２． 研究の目的 
 

環境問題の争点は、被害が比較的明白な産

業公害等のみならず、近年環境ホルモンや遺

伝子組換えなどより潜在的な環境リスクへと

拡大しつつある。環境リスク論においては、

自然科学の専門家による評価が先行し、しば

しば非専門家の一般市民は一定程度のリスク

を受容すべき客体視される。反面、多様な評

価や対策の優先順位づけがありうる環境リス

クにおいてこそ、広範なステークホルダーが

参画する熟議民主主義が必要になるともいえ

る。 

本研究は、いまだ環境社会学的な実証研究

が十分行われていない環境リスクの社会的認

知や問題構築の機制を、日本及びアジア・太

平洋地域という、環境負荷等が移転しうる範

域を視野に入れ、経済格差や環境規制格差に



基づくリスクの転嫁や世代間公正などの環境

的公正規範を軸に解明していくことを目的と

する。 

本研究の具体的目標は、（1）環境リスクに

関する理論研究、（2）国内外のそれを巡る環

境運動、環境政策の定性的実証研究、(3)リス

ク認知と公正規範に関する定量的な意識調査

の3つの側面をもつ。 

（1）環境リスク研究は、これまで主として

自然科学的な観点から、発がん性などの有害

性(ハザード)に曝露率等を乗じた値として算

出され、損失余命(コスト)と経済的便益の比

較等による定量的な研究がなされてきた。そ

の際、ともすれば一般市民の価値意識に基づ

く選好や順位づけは、非科学的、「非合理的」

な判断として退けられる傾向にあった。しか

しリオ・サミット以降、実効性のある環境政

策形成のために市民参画原則や予防原則の重

要性が認識され、リスクの社会的配分におけ

る公正性や科学的不確実性を孕む争点を巡る

熟議民主主義の必要性の認識も高まった。 

本研究では、いまだ環境社会学的研究が十

分なされていないこのテーマに、まずリスク

論の批判的検討から取り組む。基本的な仮説

は、環境リスクの問題化が、包摂的な市民参

画や熟議など、科学技術や消費様式を社会に

再び埋め込むポストモダンな営為の契機とな

るという点である。 

(2)上記の仮説を、より中範囲の検証に耐え

る形に定式化した後、国内及び周辺諸国の環

境運動、環境政策の聞き取り調査等によって、

環境運動が環境リスク的な問題群を社会問題

として構築していく戦略(環境的公正、透明性

などの主張)や、環境政策が予防原則や公開原

則など新しい政策原則を組み込んでいく過程

などを定性的に明らかにしていく。 

(3)質問紙調査により市民の環境リスク観

の構造を定量的に解明していく。すなわち、

これまでの自然科学的な環境リスク論は、10 

万人に1 人以下の発ガン率など「客観的な」

許容基準を市民が受容することを前提してい

た。しかしながら、遺伝子組換え作物に対す

る警戒感のように、食文化や生活価値にもと

づく選好、企業や行政に対する歴史的な不信

感、予防原則への志向などによって、「科学

的」リスク許容基準は容易に市民に受け入れ

られない。いまだその内的構造の定量的解明

が不十分な環境リスク意識の構造解明が、第3 

の課題である。 

 
３． 研究の方法 
 

第1 に、初年度において、環境リスクの評

価、政策、専門家と市民の関係等に関する論

点を整理した上で、環境リスク観の定量的意

識調査、環境運動、環境政策の定性的調査の

設計をする。 

第2 に、2 年目に一般市民を対象にした環

境リスク認知、不安、受容等に関する統計的

意識調査を実施し、次年度にかけて集計・分

析する。 

第3 に、主に1 年目の後半から3 年目にか

けて、有害物質、廃棄物、公害被害、労災等

に関し活動する国内外の環境運動組織に、環

境リスクを問題構築する際のフレーミング、

とりわけ環境的公正の観点からの意味づけに

ついて聞き取り調査を行う。あわせて、アジ

ア・太平洋各国の環境問題の展開と規制制度

等の形成を中心として聞き取りと資料収集を

行う。 

第4 に、4 年目に、市民のリスク認知と環

境運動の問題構築戦略、環境政策、とりわけ

新たな政策原理等との関連等を中心に結果を

取りまとめる。 

 
４． 研究成果 
 

 第 1に、環境リスクに関する理論研究とし

ては、出発点として自然科学的な確率論的環

境リスク論(中西準子ら)や個人の主観的な

リスク認知様式の偏りなどに焦点を当てた

に社会心理学的リスク認知研究などの批判



的検討から出発し、環境社会学的なそれをど

う構築していくかを検討した。 

 その成果として、リスク類型論(確率論的

既知リスク、不確実性リスク、不可逆的・破

局性リスク、可能態リスクと現実態リスク)、

個人的リスク対処と社会的リスク対処、リス

クの定義づけや意味づけをめぐる参加民主

主義や公論形成といった論点を抽出するこ

とができた。 

 第 2に、定性的研究として、国内の産業公

害や食品公害被害者にとって、既存の被害に

加えて高齢化による新たな被害の発現リス

ク、次世代への継続的影響など、金銭的補償

係にあったとしてもさらに継続するリスク

に対する不安感、インドのボパール事件や台

湾の油症事件にみられる、被害放置や問題構

築の困難さなどを提起していった。 

 並行して作成した世界規模の環境年表に

おいては、先進国ですでに解決されたり過去

の問題となっている環境問題が途上国や周

辺国で依然として、あるいは新たに問題化し

ているような状況が広範にみられ、環境的公

正概念の精緻化の必要性を迫られた。すなわ

ち、アメリカの「環境正義運動」のようにす

でに環境運動のレトリックとして顕在化し

ている環境的不公正から、本来的に環境的不

公正を内包しながらも、ほとんどそれが認知

されていなかったり、気づかれていない問題

の存在を明らかにした。 

 第 3 に、川崎市と水戸市の市民(対象者数

4000 人)を対象として行った質問紙による意

識調査においては、リスク類型が一定程度明

確に認識されていること、とりわけ、従来の

想定とは逆に、リスクのより深刻な認知が、

社会経済的階層帰属とは、むしろ逆相関して

いること、社会的信頼感の低い層において、

リスクをより深刻に受け止めたり、逆に楽観

視したりといった、より両極的に認知がなさ

れる傾向の存在などの知見が得られた。 
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